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●表紙写真説明 ①日本工学院専門学校６号館・２号館
所 在 地：東京都大田区
設 　 計：㈱久米設計
施 　 工：㈱熊谷組

②関電ビルディング
所 在 地：大阪市北区
設 　 計：㈱日建設計・㈱ニュージェック　設計共同体
施 　 工：㈱竹中工務店・㈱大林組・㈱鴻池組・㈱淺沼組・㈱錢高組・

㈱奥村組　共同企業体

③長崎県美術館
所 在 地：長崎県長崎市
設 　 計：㈱日本設計、隈研吾
施 　 工：大成建設㈱・㈱梅村組・松島建設工業㈱　特定建設共同企業体

①
③

②

※当社は決算公告に代えて、貸借対照表および損益計算書を当社のホームページ
（http://www.fujisash.co.jp/）に掲載しております。

本　　社　〒211－0012 神奈川県川崎市中原区中丸子35－4 （044）422－1111

東京本部　〒141－0032 東京都品川区大崎5－6－2 （03）5745－1204

千葉工場　〒290－0067 千葉県市原市八幡海岸通13 （0436）41－3131

大阪工場　〒569－0062 大阪府高槻市下田部町2－55－1 （072）661－6301

東北支店　〒980－0014 宮城県仙台市青葉区本町2－16－10 （022）222－4134

関東支店　〒330－0061 埼玉県さいたま市浦和区常盤9－20－3 （048）829－2751

東京支店　〒141－0032 東京都品川区大崎5－6－2 （03）5745－1250

横浜支店　〒220－8116 神奈川県横浜市西区みなとみらい2－2－1－1 （045）210－9080

名古屋支店 〒450－0002 愛知県名古屋市中村区名駅4－2－25 （052）582－7511

大阪支店　〒541－0047 大阪府大阪市中央区淡路町3－5－13 （06）4706－4134

中四国支店 〒733－0001 広島県広島市西区大芝2－7－32 （082）509－2234

九州支店　〒810－0041 福岡県福岡市中央区大名2－4－22 （092）741－6031

シンガポール BLOCK3017 BEDOK NORTH STREET5, #04－01 65－6848－6470
支店 GOURMET EAST KITCHEN, SINGAPORE

他、営業所36カ所

事業所
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株主の皆様へ
T O  O U R  S H A R E H O L D E R S

平成17年12月

取締役社長

株主の皆様にはますますご清栄のこととお慶び申しあげます。
さて、当社の第25期中間期（平成17年4月1日から平成17年9月30日
まで）が終了いたしましたので、営業の概況をご報告申しあげます。

当中間期の概況
当中間期におけるわが国経済は、原油価格や原材料価格の上昇など
の要因を抱えながらも企業収益の改善や設備投資の増加を背景に緩や
かな回復基調を維持し順調に推移してまいりました。
アルミ建材業界におきましては、アルミ地金等原材料の高騰に加
えて、建設投資が低調に推移するなかでアルミ建材品の需要低迷が
続いておりますが、特に、当社の主力であるビル用建材品市場にお
いては需要低迷下における企業間競争の激化により受注価格が低下
しております。
このような厳しい経営環境のもと、当社は、新商品などの販売促進
に努めるとともに、形材外販事業や環境事業、ユニットハウス・防災
倉庫・太陽光発電システムなどを販売する新規事業等非サッシ事業分
野の拡大に注力する一方、契約適正化の推進ならびに製造原価・人件
費等のコストダウンに全社を挙げて取り組んでまいりました。更に、
グループ各社におきましても、各社単独ならびに当社グループの業績
向上に懸命の努力を重ねてまいりました。
なお、当社は、不二サッシグループの親会社として子会社36社を含
めたグループ全体の最適化と効率化を推進しておりますが、その一環
として、平成17年4月1日付けで、生産子会社の生産マップを再構築し、
グループ全体での原価低減を図り利益を確保するとともに効率的な形
材販売体制の確立のため、関西不二サッシ株式会社の事業の一部（ア

ルミニウム形材の押出生産ならびに販売事業）を九州不二サッシ株式
会社へ営業譲渡により移管いたしました。
当中間期の業績は、連結売上高では環境事業等その他事業は増加し
たものの、厳しい市場環境や受注競争激化の影響を受けてビル用建材
品等が減少したことなどから、前年同期と比べ2.8％減の546億2千5百
万円となりました。一方、損益面では販売価格の下落やアルミ地金等
原材料価格の高騰によるマイナスを全グループを挙げたコストリダク
ションおよび利益確保に重点をおいた営業活動への取り組みによって
補い、連結経常利益は1千2百万円の黒字を確保することができたもの
の、前年同期に比べ1億2千6百万円の減少となりました。また、子会社
の合理化のための土地売却に伴う汚染土壌処理費等の発生により、特
別損益の部で6億8千4百万円の損失を計上したことから、当中間期連結
純損益は5億4千万円損失の止むなきに至りました。

なお、当期の中間配当につきましては、誠に遺憾ながら、実施を見
送らせていただくことといたしました。株主の皆様のご期待にお応え
できないことにつきまして、衷心よりお詫び申しあげます。

今後のわが国経済の見通しは、原油高や不安定な為替動向、建設投
資の9年連続のマイナス見込みなど懸念要因も見られますが、民需主導
の緩やかな景気回復が継続、拡大するものと期待されております。
アルミ建材業界におきましては、地金等原材料の高騰や需要低迷が
続くものと予想され、特に、主力事業であるビル用建材品市場におい
ては、企業間の競争激化による受注価格の低迷の継続が懸念されるな
ど、依然として厳しい経営環境が続くものと思われます。
このような状況のなかで、当社グループは、受注価格の低下に歯止
めをかける契約適正化の推進や更なる合理化・総コストの削減などを
図る一方、引き続き顧客ニーズ・市場動向に合わせた新商品の開発に
よる販売促進、サッシ外商品やリフォーム事業への取り組み強化、環
境事業・形材外販事業・新規事業等非サッシ事業分野の拡大を図るな
ど、売上増強・収益向上を強力に推進してまいります。また、不二サ
ッシグループの再編を通じて連結ベースのコストダウンと無駄の排除
を推し進め、「新中期経営計画（平成16年度～平成18年度）」に基づき、
黒字体質への完全な復活と一段と強固な経営基盤の構築に向けて懸命
の努力を傾注してまいる所存であります。

株主の皆様におかれましては、今後とも引き続き変わらぬご支援とご
理解を賜りますようお願い申しあげます。

T O  O U R  S H A R E H O L D E R S

ビル建材事業

ビル用建材品の市場におきましては、企業の設備投

資意欲を背景に、非木造建築物着工床面積は増加基調

にあるものの、工場・倉庫等建築物のアルミサッシ装

着率が低いことなどから、ビル用建材品の需要は依然

として低迷状態のまま推移いたしました。

このような市場環境のもと、利益確保に重点を置い

た営業活動に注力するとともに、今年度初めには取引

先に対して原材料価格の高騰によるコストアップ相当

分の値上げ要請もいたしてまいりました。しかしなが

ら、需要低迷下における受注競争激化の影

響などから販売価格が低下し、当事業部門

の連結売上高は前年同期に比べ4.5％減の

321億７百万円となりました。また、連結

営業利益は前年同期に比べ６億１千８百万

円減の９億１千７百万円となりました。

B
U

IL
D

IN
G 住宅建材事業

H
O

U
S

IN
G

住宅用建材品の市場におきましては、新設住宅着工

戸数が分譲住宅を中心に堅調に増加しているものの、

住宅用建材品の需要は減少に転じたまま推移いたしま

した。

このような市場環境のもと、新商品の販売促進に努

めるとともに、オリジナル商品ならびに新日軽株式会

社に生産委託している一般住宅用サッシ等の販売拡大

を図るなど、売上増強に努めてまいりました。

しかしながら、需要減少下における販売競争激化の

影響などから、当事業部門の連結売上高は

前年同期に比べ6.8％減の67億９千万円と

なりました。一方、連結営業利益はこれま

での合理化策が漸く実を結び、前年同期に

比べ２億９千３百万円改善し、２億５千万

円の黒字となりました。

形材外販事業

形材外販事業におきましては、プレハブ住宅向け形

材、手すり・面格子、簡易間仕切、エクステリア材等

の建材関連市場向け形材の販売促進を図る一方、仮設

分野でのアルミ化、足場材、高速道路用透光板や車両

用部材等の販売拡大に努めてまいりました。

しかしながら、競争激化による販売価格の低下など

から、当事業部門の連結売上高は前年同期に比べ

1.2％減の79億８千８百万円となりました。また、連

結営業損益は前年同期に比べ１億６千１百万円減の１

億９百万円の損失となりました。
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L その他事業
当事業は、社会的に期待されるエコロジービジネス
である「環境事業」・「産業廃棄物処理業」、アルミの特
徴である美観・軽量・加工性等を活かした「アルミ精
密加工品事業」などから構成されております。
非サッシ事業分野の中心である「環境事業」は、政
府の廃棄物関係予算が大幅な減額になるなど厳しい市
場環境のなか、都市ごみ焼却飛灰処理設備やリサイク
ル設備、アルサイト等薬剤類販売の受注に注力する一
方、新規参入炉メーカーに対する開発営業や民需およ
び下水処理・産業廃棄物等関連市場の開拓を推進する
など、受注拡大に努めてまいりました。
また、「産業廃棄物処理業」は、産業廃棄物の収集運
搬・中間処理・最終処分に至る一環処理を主体とした
受注に加え、「ダイオキシン処理事業」、「土壌汚染処理

コンサルタント業」や「廃蛍光管リサイク
ル処理業」への進出を図るなど事業拡大に
努めてまいりました。
「アルミ精密加工品事業」は、環境への配
慮が注視されるなか、太陽電池用ソーラー
枠や半導体、自動車用関連部品分野の受注
拡大に注力するとともに、新規需要先に対す
る開発営業力の強化を図ってまいりました。
その結果、環境事業や産業廃棄物処理業
の伸びに支えられ、当事業部門全体として
の連結売上高は前年同期に比べ6.9％増の
77億３千８百万円となりました。一方、連
結営業利益は前年同期に比べ１億６千３百
万円増の４億４千１百万円となりました。
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当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
科　目

（平成17年9月30日現在）（平成16年9月30日現在）（平成17年3月31日現在）

資産の部

流動資産 53,228 56,152 53,248

現金及び預金 7,349 8,379 7,700

受取手形及び売掛金 23,034 23,287 26,639

たな卸資産 20,781 22,897 17,762

その他 2,752 2,211 1,834

貸倒引当金 △ 690 △ 622 △ 688

固定資産 67,722 70,383 68,771

有形固定資産 59,187 62,006 61,035

建物及び構築物 13,392 13,944 13,704

機械装置及び運搬具 6,362 7,017 6,590

土地 37,599 39,162 39,156

その他 1,833 1,881 1,583

無形固定資産 497 543 504

投資その他の資産 8,037 7,833 7,231

投資有価証券 5,568 4,481 4,770

その他 3,210 4,199 3,322

貸倒引当金 △ 741 △ 847 △ 861

資産合計 120,950 126,535 122,020

中間連結決算の概要
C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

中間連結貸借対照表 （単位：百万円）

3

C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

中間連結損益計算書 （単位：百万円）

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末
科　目

（平成17年9月30日現在）（平成16年9月30日現在）（平成17年3月31日現在）

負債の部

流動負債 90,258 94,588 90,192

支払手形及び買掛金 21,918 20,300 23,058

短期借入金 57,506 62,390 57,861

未払法人税等 222 258 654

前受金 6,344 7,853 4,613

賞与引当金 616 604 570

工事損失引当金 85 ─ 71

その他 3,564 3,180 3,361

固定負債 23,087 26,074 24,291

社債 27 42 35

長期借入金 7,052 6,516 8,713

再評価に係る繰延税金負債 6,013 6,163 5,955

退職給付引当金 8,022 11,652 7,505

役員退職慰労引当金 230 233 256

連結調整勘定 84 104 112

その他 1,656 1,361 1,712

負債合計 113,346 120,663 114,484

少数株主持分

少数株主持分 213 2,603 217

資本の部

資本金 8,678 8,678 8,678

資本剰余金 22 ─ 2,319

利益剰余金 △ 10,776 △ 14,077 △ 12,465

土地再評価差額金 9,294 9,223 9,218

その他有価証券評価差額金 1,026 279 517

為替換算調整勘定 △ 851 △ 833 △ 908

自己株式 △ 3 △ 1 △ 41

資本合計 7,390 3,268 7,318

負債、少数株主持分及び資本合計 120,950 126,535 122,020

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
科　目 平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成16年4月 1日から

平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年3月31日まで

売上高 54,625 56,215 122,878
売上原価 45,967 46,657 102,274
売上総利益 8,657 9,558 20,603
販売費及び一般管理費 7,934 8,603 17,394
営業利益 723 954 3,208
営業外収益 186 182 640
受取利息 22 25 46
受取配当金 37 32 114
連結調整勘定償却額 28 25 58
持分法による投資利益 ─ ─ 6
賃貸収益 19 23 48
その他 78 75 363
営業外費用 897 998 1,944
支払利息 777 831 1,616
手形売却損 72 88 154
持分法による投資損失 1 3 ─
その他 46 73 173
経常利益 12 139 1,904
特別利益 75 586 4,874
固定資産売却益 40 1 ─
投資有価証券売却益 15 499 506
貸倒引当金戻入益 ─ 78 ─
厚生年金基金解散益 ─ ─ 4,350
その他 20 6 18
特別損失 760 389 3,363
固定資産売却除却損 434 80 669
販売用不動産評価損 137 17 ─
投資有価証券評価損 45 5 ─
たな卸資産除却損 ─ 268 2,398
減損損失 27 ─ ─
その他 115 18 295

税金等調整前中間（当期）純利益又は損失（△） △ 671 335 3,415
法人税、住民税及び事業税 153 188 725
法人税等調整額 △ 270 △ 6 914
少数株主利益又は損失（△） △ 14 19 32
中間（当期）純利益 △ 540 133 1,743

( )( )( )
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間

科　目 平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成16年4月 1日から
平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年3月31日まで

資本剰余金の部
資本剰余金期首残高 2,319 8,725 8,725
資本準備金期首残高 2,319 8,725 8,725
資本剰余金増加高 22 ─ 2,319
株式交換による増加高 ─ ─ 2,319
子会社による親会社株式処分差益 22 ─ ─
資本剰余金減少高 2,319 8,725 8,725
欠損填補のための取崩額 2,319 8,725 8,725

資本剰余金中間期末（期末）残高 22 ─ 2,319
利益剰余金の部
利益剰余金期首残高 △ 12,465 △ 22,933 △ 22,933
利益剰余金増加高 2,319 8,861 10,473
中間（当期）純利益 ─ 133 1,743
資本剰余金取崩による増加高 2,319 8,725 8,725
土地再評価差額金取崩額 ─ 2 4
利益剰余金減少高 630 5 5
中間（当期）純損失 540 ─ ─
土地再評価差額金取崩額 76 ─ ─
役員賞与 13 5 5

利益剰余金中間期末（期末）残高 △ 10,776 △ 14,077 △ 12,465

( )( )( )

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
科　目 平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成16年4月 1日から

平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年3月31日まで

営業活動によるキャッシュ･フロー 1,433 3,071 5,657

投資活動によるキャッシュ･フロー 41 406 △ 503

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 2,019 △ 2,707 △ 5,033

現金及び現金同等物に 16 1 △ 7係る換算差額

現金及び現金同等物の増減額（減少△） △ 528 772 112

現金及び現金同等物の期首残高 7,286 7,174 7,174

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 6,758 7,946 7,286

( )( )( )

中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

中間連結キャッシュ･フロー計算書 （単位：百万円）

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表



株主名 持株数（千株） 出資比率（％） 持株数（千株） 出資比率（％）

大栄不動産株式会社 5,349 13.3 638 4.9

蛇の目ミシン工業株式会社 1,870 4.7 3,830 2.2

株式会社りそな銀行 1,857 4.6 ─ ─
三井物産株式会社 1,474 3.7 ─ ─
株式会社埼玉りそな銀行 1,438 3.6 ─ ─
不二サッシ社員持株会 1,419 3.5 ─ ─
日本証券金融株式会社 1,194 3.0 ─ ─
丸紅メタル株式会社 942 2.3 ─ ─
ダイア建設株式会社 900 2.2 393 0.4

株式会社レオパレス21 900 2.2 ─ ─
三平建設株式会社 900 2.2 0 5.0

5

株式情報
S T O C K  I N F O R M A T I O N

株式状況 （平成17年9月30日現在）

所有者別分布状況

金融機関�
5,474千株（13.6％）�

個人・その他�
16,793千株（41.8％）�

その他の法人�
16,187千株（40.3％）�

証券会社�
1,398千株（3.5％）�

外国法人等�
317千株（0.8％）�

株式数別�

金融機関�
24名（0.2％）�

個人・その他�
13,585名（96.2％）�

その他の法人�
430名（3.0％）�

証券会社�
52名（0.4％）�

外国法人等�
23名（0.2％）�

株主数別�

地域別分布状況

北海道�
地方�

208
名�

東北�
地方�

433
名�

関東�
地方�
�

6,820
名�

中部�
地方�

2,063
名�

九州�
地方�

965
名�

外国�

18
名�

近畿�
地方�

2,618
名�

中国�
地方�

713
名�

四国�
地方�
�

276
名�
�

会社が発行する株式の総数 80,000,000株
発行済株式の総数 40,169,459株
1単元の株式の数 100株
株主数 14,114名
大株主および持株数

当社の大株主への出資状況

会社情報
C O R P O R A T E  I N F O R M A T I O N

取締役および監査役
代表取締役社長 嵯 　 峨 　 　 　 明
代 表 取 締 役 角 　 谷 　 勝 　 彦
取　　締　　役 田 　 中 　 　 　 彰
取　　締　　役 吉 　 岡 　 暉 　 雄
取　　締　　役 吉 　 本 　 直 　 史
取　　締　　役 児 　 嶋 　 良 　 造
取　　締　　役 中 　 重 　 健 　 治
取　　締　　役 土 　 屋 　 英 　 久
取　　締　　役 田 　 中 　 昌 　 弘
取　　締　　役 大 　 橋 　 幸 　 夫
常 勤 監 査 役 御 　 厨 　 雅 　 宏
常 勤 監 査 役 堀 　 江 　 宣 　 夫
監　　査　　役 加 　 藤 　 　 　 満
監　　査　　役 藤 　 城 　 武 　 志

執 行 役 員
社 長 執 行 役 員 嵯 　 峨 　 　 　 明
専 務 執 行 役 員 角 　 谷 　 勝 　 彦
上席常務執行役員 田 　 中 　 　 　 彰
上席常務執行役員 吉 　 岡 　 暉 　 雄
常 務 執 行 役 員 功 　 刀 　 忠 　 夫
常 務 執 行 役 員 吉 　 本 　 直 　 史
執　行　役　員 児 　 嶋 　 良 　 造
執　行　役　員 足 　 立 　 信 　 彦
執　行　役　員 宮 　 武 　 憲 　 二
執　行　役　員 中 　 重 　 健 　 治
執　行　役　員 茂 　 木 　 紳 　 一
執　行　役　員 土 　 屋 　 英 　 久
執　行　役　員 海 　 瀬 　 秀 　 美
執　行　役　員 竹 　 田 　 哲 　 司
執　行　役　員 宮 　 城 　 章 　 吾
執　行　役　員 原 　 田 　 賢 二 郎
執　行　役　員 柳 　 沢 　 孝 　 司
執　行　役　員 石 　 堂 　 金 　 也
執　行　役　員 真 　 木 　 一 　 夫
執　行　役　員 佐 　 藤 　 　 　 守
執　行　役　員 大 　 江 　 敬 　 文

社　　　　　名 不二サッシ株式会社

英　文　社　名 FUJISASH CO., LTD.

創　　　　　業 昭和5年7月7日

設　　　　　立 昭和44年5月1日

資　　本　　金 8,678,541,500円

従　業　員　数 1,609名

主要な事業内容 サッシその他の建築材料の製造・販売・施工
各種アルミニウム製品の製造・販売・施工
廃棄物の処理、同設備の製造・販売・施工
不動産の売買・賃貸

主要取引銀行 株式会社りそな銀行、株式会社みずほ銀行、
株式会社紀陽銀行、株式会社千葉興業銀行、
株式会社西日本シティ銀行、
株式会社東京都民銀行、株式会社山梨中央銀行

（注）監査役のうち、加藤満、藤城武志の両氏は、株式会社の監査等
に関する商法の特例に関する法律第18条第１項に定める社外監
査役であります。

会社概要 （平成17年9月30日現在）

取締役および監査役 （平成17年9月30日現在）

（注）当社の三平建設株式会社への出資株数は、478株であります。

中間単体決算の概要
N O N - C O N S O L I D A T E D  F I N A N C I A L  S T A T E M E N T S

中間貸借対照表 （単位：百万円） 中間損益計算書 （単位：百万円）
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当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度の
科　目 要約貸借対照表

（平成17年9月30日現在）（平成16年9月30日現在）（平成17年3月31日現在）

資産の部
流動資産 31,999 35,528 32,630
現金及び預金 3,571 4,092 3,004
受取手形 3,328 4,659 4,606
売掛金 9,048 8,075 10,615
たな卸資産 14,074 17,196 12,333
その他 2,590 2,247 2,708
貸倒引当金 △ 613 △ 741 △ 637
固定資産 61,617 61,124 61,720
有形固定資産 43,967 44,944 44,370
建物 8,736 9,054 8,971
機械及び装置 2,825 3,347 3,063
土地 31,121 31,131 31,131
その他 1,283 1,411 1,204
無形固定資産 228 218 215
投資その他の資産 17,420 15,961 17,134
投資有価証券 15,600 13,755 15,314
その他 6,239 5,950 6,502
投資損失引当金 △ 1,594 △ 1,995 △ 2,396
貸倒引当金 △ 2,823 △ 1,748 △ 2,285
資産合計 93,617 96,652 94,351
負債の部
流動負債 71,001 75,879 71,005
支払手形 9,548 8,708 9,923
買掛金 6,907 6,465 7,157
短期借入金 46,823 51,429 47,339
未払法人税等 82 87 159
前受金 5,566 7,336 4,265
賞与引当金 290 298 230
工事損失引当金 85 ─ 71
その他 1,697 1,552 1,856
固定負債 15,629 17,527 16,491
長期借入金 5,210 4,303 6,688
再評価に係る繰延税金負債 5,406 5,352 5,352
退職給付引当金 3,902 7,073 3,559
役員退職慰労引当金 92 113 126
その他 1,017 684 764
負債合計 86,630 93,406 87,496
資本の部
資本金 8,678 8,678 8,678
資本剰余金 ─ ─ 2,319
資本準備金 ─ ─ 2,319
利益剰余金 △ 10,492 △ 13,558 △ 12,403
中間（当期）未処理損失 10,492 13,558 12,403
土地再評価差額金 7,963 7,883 7,883
その他有価証券評価差額金 840 244 380
自己株式 △ 3 △ 1 △ 2
資本合計 6,986 3,245 6,855
負債資本合計 93,617 96,652 94,351

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度の
科　目 要約損益計算書

平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から 平成16年4月 1日から
平成17年9月30日まで 平成16年9月30日まで 平成17年3月31日まで

売上高 35,776 35,770 80,995

売上原価 30,474 29,725 67,691

売上総利益 5,302 6,045 13,304

販売費及び一般管理費 4,804 5,316 10,674

営業利益 498 729 2,630

営業外収益 431 327 828

営業外費用 793 921 1,816

経常利益 136 135 1,642

特別利益 22 586 4,261

特別損失 552 402 4,391

税引前中間（当期）純利益 △ 394 319 1,512

法人税、住民税及び事業税 △ 119 37 75

法人税等調整額 54 ─ ─

中間（当期）純利益 △ 328 281 1,437

前期繰越損失 10,084 13,840 13,840

再評価差額金取崩額 △ 79 ─ ─

中間（当期）未処理損失 10,492 13,558 12,403

( )( )( )


